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(百万円未満切捨て)

１．2022年５月期第２四半期の業績（2021年６月１日～2021年11月30日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年５月期第２四半期 8,494 △5.0 538 0.8 541 △5.4 364 △5.8

2021年５月期第２四半期 8,944 24.3 534 72.5 572 82.1 386 90.1
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年５月期第２四半期 68.34 －

2021年５月期第２四半期 72.52 －
　

(注) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年５月期第２四半期 14,126 6,808 48.2

2021年５月期 14,082 6,700 47.6

(参考) 自己資本 2022年５月期第２四半期 6,808百万円 2021年５月期 6,700百万円
　
　
　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年５月期 － 0.00 － 48.00 48.00

2022年５月期 － 0.00

2022年５月期(予想) － 48.00 48.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無
　　　

３．2022年５月期の業績予想（2021年６月１日～2022年５月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 17,530 △3.1 1,005 △11.8 1,010 △14.6 660 △16.4 123.82
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無
　

　　



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　
　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無
　
　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年５月期２Ｑ 5,332,780株 2021年５月期 5,332,780株

② 期末自己株式数 2022年５月期２Ｑ 274株 2021年５月期 274株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年５月期２Ｑ 5,332,506株 2021年５月期２Ｑ 5,332,608株
　
　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた
っての注意事項については、添付資料４ページ「業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大による緊急事態宣言の再発出、並

びにまん延防止等重点措置が一部地域で適用され社会経済活動の停滞が見られましたが、各種政策や新型コロナワ

クチン接種の普及の効果もあり、社会経済活動正常化への期待感は高まりつつあります。

　当社が事業展開するＣＡＴＶ及び情報通信関連分野におきましては、総務省推進による「ＩＣＴインフラ地域展

開マスタープラン3.0」に基づいた通信インフラ基盤の整備が進められ、第５世代移動通信システムのバックボーン

である光伝送路構築や、ＦＴＴＨ（※）等が継続しております。また、防災関連分野におきましては、引き続き地

方自治体防災システムのデジタル化が進んでおります。

※ＦＴＴＨとは、Ｆｉｂｅｒ ｔｏ ｔｈｅ Ｈｏｍｅの略。通信事業者の設備から利用者建物等までを光ファイバー

　ケーブルでつなぐアクセス方式。

　このような状況のなか、前年特需のＧＩＧＡスクール構想案件の終息や消防通信設備案件の減少が影響しました

が、ＦＴＴＨ案件を多数受注し収益の減少を最小限に抑えた結果、当第２四半期累計期間の売上高は8,494,758千円

（前年同四半期比5.0％減）、売上総利益は1,363,224千円（前年同四半期比3.0％減）、営業利益は538,605千円

（前年同四半期比0.8％増）、経常利益は541,860千円（前年同四半期比5.4％減）、四半期純利益は364,409千円

（前年同四半期比5.8％減）となりました。

事業区分別の営業概況は以下のとおりであります。

事業区分の名称
第46期

自2020年６月１日
至2020年11月30日

第47期
自2021年６月１日
至2021年11月30日

前年同四半期比

千円 千円 ％

四国九州ブロック
売上高 2,106,673 2,164,883 102.8

売上総利益 334,624 357,855 106.9

東日本ブロック
売上高 3,090,372 2,524,671 81.7

売上総利益 451,529 376,596 83.4

西日本ブロック
売上高 2,786,065 2,746,713 98.6

売上総利益 452,461 461,753 102.1

東海北陸ブロック
売上高 961,497 1,058,489 110.1

売上総利益 167,232 167,018 99.9

合計
売上高 8,944,608 8,494,758 95.0

売上総利益 1,405,848 1,363,224 97.0

四国九州ブロック

　ＦＴＴＨ案件の受注増加により好調に推移したことから、売上高は2,164,883千円（前年同四半期比2.8％増）、

売上総利益は357,855千円（前年同四半期比6.9％増）となりました。

東日本ブロック

ＦＴＴＨ案件は前年並みに推移しましたが、防災行政無線案件の受注が低調に推移したこと、及びＧＩＧＡスク

ール構想案件の終息が影響し、売上高は2,524,671千円（前年同四半期比18.3％減）、売上総利益は376,596千円

（前年同四半期比16.6％減）となりました。

西日本ブロック

病院ネットワーク案件の受注増加により好調に推移しましたが、ＦＴＴＨ案件が前年並みに推移したこと、及び

ＧＩＧＡスクール構想案件の終息が影響したことから、売上高は2,746,713千円（前年同四半期比1.4％減）となり

ました。売上総利益はＦＴＴＨ案件におけるコストリーダーシップ商品の販売増加により売上総利益率が向上し、

461,753千円（前年同四半期比2.1％増）となりました。

　



ダイコー通産株式会社(7673) 2022年５月期 第２四半期決算短信

―3―

東海北陸ブロック

ＦＴＴＨ案件及び防災行政無線案件の受注増加により好調に推移したことから、売上高は1,058,489千円（前年同

四半期比10.1％増）となりましたが、売上総利益は価格対応案件の増加による売上総利益率低下により167,018千円

（前年同四半期比0.1％減）となりました。

商品区分別の営業概況は以下のとおりであります。

商品区分
第46期

自2020年６月１日
至2020年11月30日

第47期
自2021年６月１日
至2021年11月30日

前年同四半期比

千円 千円 ％

ケーブル
売上高 2,313,848 2,227,861 96.3

売上総利益 371,682 363,731 97.9

材料
売上高 4,662,439 4,220,915 90.5

売上総利益 810,090 743,124 91.7

機器
売上高 1,953,099 2,004,688 102.6

売上総利益 222,703 250,089 112.3

その他
売上高 15,220 41,293 271.3

売上総利益 1,372 6,279 457.6

合計
売上高 8,944,608 8,494,758 95.0

売上総利益 1,405,848 1,363,224 97.0

ケーブル

ＦＴＴＨ案件により光ケーブルの販売が増加しましたが、ＧＩＧＡスクール構想案件の終息によりＬＡＮケーブ

ルの販売が低調に推移したことから、売上高は2,227,861千円（前年同四半期比3.7％減）、売上総利益は363,731千

円（前年同四半期比2.1％減）となりました。

材 料

ＦＴＴＨ案件により架空幹線等に使用する材料の販売が増加しましたが、ＧＩＧＡスクール構想案件の終息によ

りネットワーク用材料の販売が低調に推移したことから、売上高は4,220,915千円（前年同四半期比9.5％減）、売

上総利益は743,124千円（前年同四半期比8.3％減）となりました。

機 器

ＧＩＧＡスクール構想案件の終息及び防災行政無線案件の減少により、ネットワーク機器や防災無線受信機等の

販売が低調に推移しましたが、ＦＴＴＨ案件の光通信機器やＣＡＴＶ局加入者用の通信機器の販売増加により、売

上高は2,004,688千円（前年同四半期比2.6％増）、売上総利益は売上総利益率向上により250,089千円（前年同四半

期比12.3％増）となりました。

その他

その他は主に電気通信工事であり、売上高は41,293千円（前年同四半期比171.3％増）、売上総利益は6,279千円

（前年同四半期比357.6％増）となりました。

（２）財政状態に関する説明

(資産)

流動資産は、前事業年度末に比べて39,399千円増加し、11,575,826千円となりました。これは主に現金及び預金

が166,703千円、売掛金が391,226千円、商品が181,469千円それぞれ増加し、受取手形が695,438千円減少したこと

等によるものであります。

固定資産は、前事業年度末に比べて4,122千円増加し、2,550,177千円となりました。これは主に有形固定資産の
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リース資産（純額）が16,512千円、無形固定資産のリース資産が12,407千円それぞれ増加し、建物（純額）が

12,343千円、繰延税金資産が17,187千円それぞれ減少したこと等によるものであります。

(負債)

流動負債は、前事業年度末に比べて74,901千円減少し、6,677,987千円となりました。これは主に買掛金が

450,700千円増加し、支払手形が338,609千円、未払費用が45,708千円、未払法人税等が79,194千円、未払消費税等

が59,957千円それぞれ減少したこと等によるものであります。

固定負債は、前事業年度末に比べて10,185千円増加し、639,345千円となりました。これは主にリース債務が

24,204千円、退職給付引当金が10,848千円それぞれ増加し、長期借入金が34,608千円減少したこと等によるもので

あります。

(純資産)

純資産合計は、前事業年度末に比べて108,237千円増加し、6,808,670千円となりました。これは主に利益剰余金

が四半期純利益の計上により364,409千円増加し、剰余金の配当により255,960千円減少したこと等によるものであ

ります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年５月期の業績予想につきましては、2021年７月８日に公表いたしました業績予想に変更はありません。

　



ダイコー通産株式会社(7673) 2022年５月期 第２四半期決算短信

―5―

２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2021年５月31日)

当第２四半期会計期間
(2021年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,129,691 6,296,394

受取手形 1,875,056 1,179,617

売掛金 2,474,743 2,865,969

リース投資資産 2,552 896

商品 1,036,003 1,217,473

前払費用 13,588 12,827

その他 10,493 7,947

貸倒引当金 △5,702 △5,301

流動資産合計 11,536,426 11,575,826

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 466,255 453,911

構築物（純額） 34,161 31,539

工具、器具及び備品（純額） 4,448 4,170

土地 1,176,064 1,176,064

リース資産（純額） 15,155 31,668

有形固定資産合計 1,696,084 1,697,353

無形固定資産

ソフトウエア 94 71

リース資産 645 13,053

その他 3,520 3,412

無形固定資産合計 4,260 16,537

投資その他の資産

投資有価証券 36,811 36,588

保険積立金 656,202 663,454

破産更生債権等 289 247

長期前払費用 23,322 24,667

繰延税金資産 90,610 73,423

その他 48,361 47,752

貸倒引当金 △9,889 △9,847

投資その他の資産合計 845,708 836,286

固定資産合計 2,546,054 2,550,177

資産合計 14,082,480 14,126,003
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(単位：千円)

前事業年度
(2021年５月31日)

当第２四半期会計期間
(2021年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形 4,874,835 4,536,226

買掛金 1,153,205 1,603,906

1年内返済予定の長期借入金 69,216 69,216

リース債務 5,070 9,680

未払金 56,928 46,982

未払費用 230,037 184,328

未払法人税等 252,415 173,221

未払消費税等 79,656 19,698

賞与引当金 14,559 13,893

その他 16,963 20,833

流動負債合計 6,752,889 6,677,987

固定負債

長期借入金 369,042 334,434

リース債務 9,267 33,472

退職給付引当金 73,609 84,457

役員退職慰労引当金 157,025 165,266

その他 20,216 21,716

固定負債合計 629,159 639,345

負債合計 7,382,048 7,317,332

純資産の部

株主資本

資本金 583,663 583,663

資本剰余金 462,821 462,821

利益剰余金 5,646,790 5,755,240

自己株式 △255 △255

株主資本合計 6,693,020 6,801,470

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 7,411 7,200

評価・換算差額等合計 7,411 7,200

純資産合計 6,700,432 6,808,670

負債純資産合計 14,082,480 14,126,003
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（２）四半期損益計算書

第２四半期累計期間

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 2020年６月１日
　至 2020年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自 2021年６月１日
　至 2021年11月30日)

売上高 8,944,608 8,494,758

売上原価 7,538,760 7,131,533

売上総利益 1,405,848 1,363,224

販売費及び一般管理費 871,404 824,619

営業利益 534,443 538,605

営業外収益

受取利息 2,286 2,289

為替差益 324 －

保険解約返戻金 34,285 －

賃貸収入 3,180 3,230

その他 1,803 1,197

営業外収益合計 41,880 6,717

営業外費用

支払利息 1,854 1,732

賃貸費用 607 610

為替差損 － 725

その他 863 393

営業外費用合計 3,326 3,462

経常利益 572,998 541,860

税引前四半期純利益 572,998 541,860

法人税、住民税及び事業税 131,379 160,250

法人税等調整額 54,921 17,200

法人税等合計 186,300 177,450

四半期純利益 386,697 364,409
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

前第２四半期累計期間(自 2020年６月１日 至 2020年11月30日)

該当事項はありません。

当第２四半期累計期間(自 2021年６月１日 至 2021年11月30日)

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識

会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんど

すべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当第２四半期累計期間の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期期首残高への影

響もありません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来に渡って適用することといたしました。

これによる、四半期財務諸表への影響はありません。

（追加情報）

前事業年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する

仮定及び会計上の見積りについて、重要な変更はありません。

　


